
経済財政運営と改革の基本方針 2018（抜粋） 

 

第３章 経済・財政一体改革の推進 

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題 

 

（３）地方行財政改革・分野横断的な取組等 

 

（基本的考え方） 

  地方創生の推進や東京一極集中の是正により、東京から地方への人・モノ・金の流れ

を促進することで、個性と活力ある地域経済に再生し、同時に、次世代に持続可能な地

方財政制度を引き渡していくことが重要である。このため、2040年頃を見据えて課題を

バックキャストし、必要となる取組を実行するとともに、国・地方で基調を合わせた歳

出改革や効率化に取り組む1。 

  具体的には、少子化・人口減少の中にあって、地方歳出についても、国の取組と基調

を合わせて歳出改革等の加速・拡大に取り組む中で、臨時財政対策債等の発行額の圧縮、

さらには、臨時財政対策債等の債務の償還に取り組み、国・地方を合わせたＰＢ黒字化

につなげる。 

  また、歳出効率化等に頑張る地方自治体を支援するとともに、「見える化」の推進等

を通じて、改革意欲を高め、効果の高い先進・優良事例の横展開を後押しする。同時に、

業務のデジタル化・標準化・広域化等を後押しする。 

今後の社会保障関係費の増加圧力の拡大、地域コミュニティや社会ネットワーク、福

祉・教育・人づくり等に係る新たなサービス需要の増加、地域間の税源偏在といった課

題に対処し、地方自治体が、より自立的かつ自由度高く、行財政運営できるよう、地方

行財政の持続可能性向上に向けて取り組む。 

人口減少・高齢化の下で、地方の安定的な行財政運営を確保しつつ、上記の観点から

地方交付税制度をはじめとする地方行財政改革を進める。 

 

（持続的な地方行財政制度の構築） 

  人口減少・高齢化の下、社会保障給付と負担の推計、学校施設や上下水道をはじめと

するインフラ維持更新費の中長期見通し等も踏まえ、地方単独事業を含め、医療・介護、

教育や子ども・子育て、ライフラインを維持するインフラ等に係る経費や制度的な課題

                                              
1 地方歳出の多くが法令により義務付けられている経費や国の補助事業であることから、制度の見直しなど、国の歳出改革

を確実に実行していくことが地方の歳出改革にとっても不可欠であり、地方公共団体における運用の実態等を踏まえ、各

省が連携して制度改革を進める。 
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について、関係府省が連携し、今後の動向を検証し、必要な対応策を検討する。 

行政コストの効率化に向け、全ての行政分野において、多様な広域連携を推進する。

また、人口規模が小さく、行財政能力の限られる地方自治体と周辺の中核的な都市や都

道府県との間の連携・補完に係る制度の活用等を推進する。地方公共団体の実情に応じ、

市町村合併の進捗状況が地域ごとに異なることを踏まえ、現行の合併特例法2が平成31

年度末に期限を迎えることへの対応を検討するとともに、公共サービスの広域化・共同

化の取組を着実に推進する。 

地方の安定的な行財政運営を確保しつつ、地方の実情を踏まえて補助金の自由度を高

めるほか、地方交付税について改革努力等に応じた配分の強化について検討する。基準

財政需要額の在り方を含め、将来の人口構造の変化に対応した地方団体の行財政制度の

在り方を検討する。また、地方の独自財源の確保とそれによる地方独自の行政サービス

の向上への取組を促進する。 

地域間財政力格差の拡大に対しては、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税

体系を構築する。地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置について検討

し、平成31年度税制改正において結論を得る。 

 

（地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革） 

  頑張る地方の取組を支援する仕組みの強化の観点から、地方交付税に関し、まち・ひ

と・しごと創生事業費について、地方創生の取組の成果の実現具合に応じた算定へのシ

フトを進める3。重点課題対応分に関連する諸施策について、地方公共団体による前年度

までの取組の成果を把握・見える化し、翌年度以降の施策の在り方について検討した上

で、所要の措置を講じる。 

  先進的な業務改革の取組等の拡大を図りつつ、地方公共団体における歳出効率化効果

等を改革工程表に沿って定量的に把握する。窓口業務の委託について、地方独立行政法

人の活用や標準委託仕様書等の拡充・全国展開などの取組を強化し、その状況を踏まえ、

トップランナー方式の2019年度の導入を視野に入れて検討する。その際、業務改革は、

より質の高い行政サービスを効率的・効果的に提供していくために行うものであること

に留意する。地方創生推進交付金について、各事業及び事業全体の効果を検証して効果

向上を図る。地方公共団体の改革意欲を損ねないようにしつつ、業務改革の取組等の成

果を、地方財政計画及び基準財政需要額の算定基礎へ適切に反映する。

                                              
2 「市町村の合併の特例に関する法律」（平成16年法律第59号） 
3 人口減少等特別対策事業費において地方版総合戦略に基づく取組の成果の実現具合等に応じ、「成果」を反映した配分を５

割以上とすることを目指す。 



 

（公営企業・第三セクター等の経営抜本改革） 

公営企業の広域化、連携、再編・統合など経営の抜本改革を加速する。公営企業の経

営戦略の策定及びＰＤＣＡ等を通じて、更新費用や料金、繰出基準外の繰出金を含めた

他会計からの繰入状況等の収入・支出や、管理者の情報の「見える化」や、繰出基準の

精査・見直し、事業廃止、民営化、広域化等及び外部の知見の活用といった抜本的な改

革等を推進する。あわせて、総務省は改革の進捗や成果の定量的把握を強力に進め、公

営企業の一層の経営基盤の強化とマネジメントの向上を促す。下水道・簡易水道につい

ては、新たなロードマップを明確化し、人口３万人未満の団体における公営企業会計の

適用を一層促進する。第三セクター等については、財政的リスク状況を踏まえ、各地方

公共団体における経営健全化のための方針の策定・公表を推進する。 

水道・下水道について、広域化・共同化の推進を含め、持続的経営を確保する方策等

を検討し、具体的な方針を年内に策定する。先行事例の歳出効率化や収支等への効果を

公表するほか、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの導入や広域化・連携を促進する。また、公立病

院について、再編・ネットワーク化を推進する。 

 

（国・地方の行政効率化、ＩＴ化と業務改革） 

自治体行政の様々な分野4で、団体間比較を行いながら、関係府省が連携してＩＣＴや

ＡＩ等を活用した標準的かつ効率的な業務プロセスを構築し、業務手法の標準化・コス

ト縮減を進める。あわせて、地方自治体における先進的な取組について、ＫＰＩを掲げ

て全国に広げていく。また、自治体クラウドの一層の推進に向け、各団体はクラウド導

入等の計画を策定し、国は進捗を管理する。ＩＴ人材の更なる確保・育成に取り組む。 

行政手続コストの削減に向けて、国と歩調を合わせ、地方公共団体による許認可・補

助金の手続簡素化、書式・様式の統一について、関係府省が連携し、取組を促進する方

策を具体化するとともに、行政手続における添付書類を一括して撤廃するための取組を

着実に推進する。また、デジタル化・オンライン化に積極的に取り組む地方自治体への

支援を進める。 

戸籍事務などの公共性の高い分野におけるマイナンバー制度の利活用を進めるととも

に、情報連携対象事務の拡充を行う。マイナンバーカードについて、これを利用した医

療保険のオンライン資格確認の2020年度からの本格運用や公的個人認証の民間部門にお

ける活用・普及促進に向けた取組を着実に進めるなど、ロードマップに基づく官民の取

組を強力に推進し、進捗状況を点検・評価する。 

 

（見える化、先進・優良事例の横展開） 

地方財政計画と決算について、よりわかりやすく比較が可能となるよう、基盤強化期

間中に、地方財政計画上の各歳入・歳出項目と決算との差額及び対応関係について見え

                                              
4 例えば、インフラの点検・維持補修、国保や介護給付事務、保育所入所審査等。 



る化する。また、地方財政計画の一般行政経費（単独）と対応関係にある地方単独事業

（ソフト）について、実態を定量的なデータで把握するとともに、法令との関係を含め

て見える化する。地方自治体の基金の考え方・増減の理由・今後の方針に関し、統一的

な様式での公表を促すとともに、容易に比較できるよう検討し、一覧化を目指す。 

統一的基準による地方公会計について、固定資産台帳や出資金明細等の整備等、比較

可能な形で情報公開の徹底・拡充を促進するなど、資産管理向上への活用を推進する。

また、国庫支出金のパフォーマンス指標を設定・見える化し、配分のメリハリ付けを促

進する。 

同規模の類似団体における経費水準の比較など、見える化されたデータを活用し、地

方自治体や住民が自ら課題を発見し解決・向上につなげていくよう、戦略的な情報発信

を行い、業務改革等を促進する。 


